
［要 旨］
本稿はサービス風土概念の把握をはじめ，従属変数としてのサービス風土研究，独立変数とし

てのサービス風土研究の順に，近年の実証研究を体系的に整理した上，既存研究に存在する問題
点および今後の研究課題の提示を試みた。その結果，サービス風土そのものに関する研究につい
ては，特定の組織に対応したサービス風土の定式化や，多次元的にサービス風土を捉えて実証研
究を行う必要性が示唆された。また，従属変数もしくは独立変数としてのサービス風土研究にお
いては，実証研究の分析レベル，分析対象，そして分析手法などの問題点が明らかにされ，今後
の研究課題が提示された。

サービス風土研究の概要と今後の展望

徐 彬 如 侯 利 娟

1．はじめに

近年，組織行動研究やサービス・マーケティング研究などの関連分野では，サービス品質や

顧客満足や顧客ロイヤルティなどの顧客成果をもたらす要因として，顧客サービス志向の組織

風土，すなわち，サービス風土（service climate）に関わる研究が注目されている。サービス

風土は組織風土研究の領域から派生した概念であり，もっぱら顧客サービスを志向するもしく

は重視する組織特性を指す。一般的に，サービス風土は「優れた顧客サービスやサービス品質

に報酬を与えたり，支援したり，期待したりするような組織的な慣行，手続き，または行動に

関する従業員の知覚である」と定義されている（Schneider et al. 1998, p 151）。つまり，サー

ビス風土は顧客サービスを志向または重視する組織特性を表しており，強いサービス風土を持

つ組織は優れた顧客サービスを提供し，高い顧客満足度が実現できると考えられている。

これまで，サービス研究の領域を中心に，サービス風土の重要性に着目し，多くの実証研究

が行われてきた。これらの研究においては，サービス風土が従属変数または独立変数としての

役割を検証されてきた（Schneider et al. 2000; 徐2009; Bowen and Schneider 2014参照）。さら

に，他の関連分野では，サービス風土が媒介要因もしくはモデレーターとしての役割も注目さ

れている（Walumbwa et al. 2010 a, 2010 b; Lam et al. 2010; McKay et al. 2011）。なお，本稿は

サービス風土を中心的な変数に据え置き，従属変数または独立変数としてのサービス風土に関

〔論 説〕

『経営学論集』第27巻第2号，31‐42頁，2016年11月
KYUSHU SANGYO UNIVERSITY, KEIEIGAKU RONSHU（BUSINESS REVIEW）Vol.27，No. 2，31‐42，2016

31



2.サービス風土

媒介変数

モデレーター

3.サービス風土
の規定因

4-1.顧客変数

4-2.従業員変数

媒介変数

モデレーター

図1 サービス風土研究のフレームワーク

する実証研究を取りまとめ，先行研究における問題点を明らかにし，今後の研究方向と課題を

提示していく。図1は本稿における基本的な分析フレームワークを示している。以下，本稿は

サービス風土の概念と次元を明示した上，主に2000年以降に主要な研究雑誌で公表された論文

を中心に，この分野の研究動向を探ることにする。

2．サービス風土の概念と次元

2－1．全般的風土から対象特定的風土へ

サービス風土は組織風土研究の一環として，主に組織行動研究の分野を中心に検討されてき

た。いうまでもなく，風土研究そのものは長い歴史を持ち，常に組織行動研究分野の中心的な

テーマの1つに位置づけられてきた。伝統的に，この分野の研究においては，全般的風土（global

climate）に研究の焦点が置かれていたが，近年，いわゆる対象特定的風土（facet-specific

climate）も盛んに研究されるようになった（Kuenzi and Schminke 2009参照）。全般的風土は

従業員を取り巻く職場全体が対象とされ，組織全体の方針や慣行や行動などすべての側面に関

する従業員の知覚であると理解されている。このような研究アプローチに対して，Schneider

（1975）は，本来の組織は様々な目標を持ち，それぞれ特定の組織目標あるいは成果をもたら

す特定の風土が多数に存在しうると考え，組織風土を構成するいくつかの下位概念を想定する

研究アプローチを提唱した。そこでは，公平風土や（climate for justice），安全風土や（climate

for safety），サービス風土（climate for service）などが取り上げられた（Schneider et al．2000，

2011）。このような細分化アプローチの提唱は，その後の風土研究を大きく方向づけることと

なった。現に，組織風土研究のパラダイムは，すでに従来の全般的風土から対象特定的風土へ

と大きく方向転換している。
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表1 サービス風土の次元
次元名称 定義および測定項目の例

全般的サービス風土
（global service climate）

サービス風土に対する全般的な測定尺度として用いられる。
＊会社では，顧客サービスに関する明確な基準が設けられている。
＊会社では，顧客サービスに関する評価がきちんと行われている。
＊全般的に見て，顧客に良いサービスを提供している。

顧客志向
（customer orientation）

組織が顧客のニーズと期待に応えることを重視している程度を表す。
＊従業員は顧客の声に耳を傾けている。
＊競合他社よりも私たちは顧客に友好的かつ丁寧な対応をしている。

管理慣行
（managerial practices）

優れたサービス提供を支援し，報酬を与えるような直属上司の行動を表す。
＊私の直属上司は顧客サービスを非常に重視している。
＊私の直属上司は優れたサービスを提供した部下を高く評価する。

顧客フィードバック
（customer feedback）

サービス品質に関する顧客からのフィードバックを採用ている程度を表す。
＊会社は顧客に提供されたサービスを評価してもらっている。
＊顧客による店舗サービス評価の結果を従業員に知らせている。

出所：Schneider et al. 1998, p.154，一部修正

2－2．サービス風土の次元

サービス風土は組織に存在する多様な特定的風土の1つとして，もっぱら顧客サービスを向

上させる組織特性を反映している。その定義からも推察されるように，この分野の研究は，サー

ビス・マーケティング研究から大きな影響を受けている。通常，サービス風土は多次元的な概

念として捉えられる。表1が示しているのは，Schneider et al．（1998）で提唱された4次元モ

デルであり，多くの実証研究で援用されている。

3．従属変数としてのサービス風土研究

従属変数としてのサービス風土，すなわちサービス風土の規定因に関わる研究においては，

主に様々なサービス組織の中で，リーダーシップや人的資源管理（HRM）施策や心理的要因

などが検証されてきた。実証研究の分析レベルによって，既存研究は集団レベル分析とマルチ

レベル分析の2つに分けられる。また，注目すべきことに，近年の研究を中心に，媒介要因お

よびモデレーターを考慮した研究も増えている。

マルチレベル分析を行った de Jong et al．（2004）は銀行の自己管理チームを対象に，サービ

ス風土の規定因を検証した。その結果，個人レベルでは，自己管理の許容度，チームメンバー

の柔軟性，チーム間サポート，チーム内サポートがそれぞれサービス風土にポジティブな影響

を与えるが，チームレベルではチーム内サポートのみがサービス風土にポジティブな影響を与

えることが明らかにされた。同じく自己管理チームを対象にした de Jong et al．（2005）におい

ては，チームレベルにおいて，自己管理の許容度，チーム間コミュニケーション，チーム規範
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はそれぞれサービス風土にポジティブな影響を与えることが確認された。ホテルを調査対象に

した Gracia et al．（2010）では，店舗レベルで組織援助（研修，自律性，技術的支援）とサー

ビス風土におけるポジティブな関係が認められた。徐・若林（2015）はスーパーマーケット・

チェーンを対象に，多次元的にサービス風土（全般的サービス風土，顧客志向，管理慣行，顧

客フィードバック）を捉えた実証分析を行った。マルチレベル分析の結果，各規定因（管理者

サポート，内部サービス，意思決定関与，職務研修）がそれぞれサービス風土の各次元に与え

る影響が明らかにされた。

媒介要因を考慮した研究として，Salanova et al．（2005）はホテルおよびレストランを対象

に，店舗レベルでは組織資源（職務研修，自律性，技術的支援）がワーク・エンゲージメント1）

を媒介要因にサービス風土にポジティブな影響を与えることを明らかにした。Salvaggio et al．

（2007）はスーパーマーケットの部門管理者を対象に，管理者のパーソナリティ，管理者のサー

ビス品質志向，サービス風土における関係性を検証した。部門レベルの分析結果，管理者のサー

ビス品質志向はサービス風土にポジティブな影響を与えることと，管理者のパーソナリティ（ポ

ジティブな自己評価）はサービス品質志向を通じて，サービス風土にポジティブな影響を与え

ることが認められた。Carolyn et al．（2014）では，収益向上重視と組織エンゲージメントは

それぞれサービス風土にポジティブな影響を与えること，また，収益向上重視は組織エンゲー

ジメントを通じて，間接的にもサービス風土にポジティブな影響を与えることが確認された。

モデレーターを考慮した研究として，Auh et al．（2011）は大手アパレル・チェーンを対象

に，マルチレベル分析を行った。その結果，個人レベルでは，従業員のパーソナリティー（勤

勉性，開放性，協調性）がサービス風土にポジティブな影響を与えることが明らかにされた。

また，店舗レベルでは，従業員関与風土の強さはパーソナリティー（情緒安定性，勤勉性，協

調性）とサービス風土におけるネガティブな関係に有意なモデレーター効果を与えることも確

認された。Anat（2013）は病院の看護師を対象に，目標相互依存（goal interdependence）が

サービス風土に対する主効果を確認したほか，タスク相互依存（task interdependence）がこ

のような関係に有意なモデレーター効果を与えることを明らかにした。Tyler et al．（2014）は

市場志向が従業員の柔軟性とサービス風土との関係に有意なモデレーター効果を与えるほか，

第一線従業員のコントロール（boundary spanner control）が強ければ強いほど，このような

モデレーター効果も強くなると結論付けた。
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4．独立変数としてのサービス風土研究

これまで，多くの先行研究は銀行や小売店やホテルなど様々なサービス業界および組織を対

象に，サービス風土がサービス品質や顧客満足といった顧客変数に与える影響を検証してきた

（Schneider et al．2000；徐2009参照）。また，最近の研究においては，サービス風土と従業員

変数との関係性も検証されるようになった。

4－1．サービス風土が顧客変数に与える影響

サービス風土と顧客変数との関係性を検証する研究は，しばしばリンケージ・リサーチ2）と

呼ばれている（Pugh et al．2002）。この類の研究においては，サービス風土とサービス品質や

顧客満足や顧客ロイヤルティーなどの顧客変数における関係性が繰り返し検討されてきた。ま

た，両者における直接的な関係のほか，媒介要因およびモデレーターを考慮した研究も増えて

いる。

de Jong et al．（2005）はアフター・サービス部門の自己管理チームを対象に，サービス風土

がサービス品質にポジティブな影響を与えることを明らかにした。Schneider et al．（2009）で

は，企業レベルにおけるサービス風土と顧客満足とのポジティブな関係が認められた。大手ア

パレル・チェーンを対象にした Auh et al．（2011）は，店舗レベルにおけるサービス風土と顧

客満足とのポジティブな関係を確認した。徐・若林（2013）は階層線形モデル（HLM）3）を採

用し多次元的にサービス風土を捉えて，顧客レベルからサービス風土と顧客の知覚品質におけ

るポジティブな関係性を明らかにした。Annette et al．（2014）におけるマルチレベル分析の

結果，第一線従業員の柔軟性（boundary-spanner flexibility）はサービス風土にポジティブな

影響を与えることが明らかにされた。

媒介要因を考慮した研究として，Schneider et al．（2005）はスーパーマーケット・チェーン

の商品部門を対象に，サービス風土が顧客重視の組織市民行動4）に部分的に媒介され，顧客満

足にポジティブな影響を与えることを確認した。Salanova et al．（2005）はホテルとレストラ

ンを対象に，サービス風土と顧客ロイヤルティにおける潜在的な相互作用関係を確認したほか，

従業員のパフォーマンスがサービス風土と顧客ロイヤルティとの関係を部分的に媒介している

ことも認めた。Towler et al．（2011）は自動車ディーラーを対象に，顧客配慮がサービス風土

（従業員配慮）と顧客満足との関係を媒介していることを明らかにした。

モデレーターを考慮した研究では，主に顧客との距離，顧客との接触頻度，サービスの特性，

従業員間の相互依存度，内部サービス品質といった要因が検証された。Dietz et al．（2004）は
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銀行を対象に，顧客との距離が近ければ近いほど，また顧客との接触頻度が高ければ高いほど，

サービス風土が顧客満足に与える影響が強くなると結論付けた。銀行の自己管理チームを対象

にした de Jong et al．（2004）では，サービス風土がサービス品質にポジティブな影響を与え

ることが明らかにされたほか，ルーチン・サービスと比べて，非ルーチン・サービスの場合に

おいて，サービス風土がサービス品質に与えるポジティブな影響がより強いと確認された。

Mayer et al．（2009）はスーパーマーケット・チェーンの商品部門を対象に，顧客との接触頻

度，サービスの無形性，そして従業員間の相互依存度が高ければ高いほど，サービス風土が顧

客満足に与えるポジティブな影響が強くなることを確認した。また，Ehrhart et al．（2011）

では銀行を対象に，内部サービスがサービス風土とサービス品質との関係性に有意なモデレー

タ効果を与えることが認められた。

4－2．サービス風土が従業員変数に与える影響

サービス風土は顧客変数に与える影響力は，しばしば従業員のサービス行動や態度といった

従業員変数を通じて起きると判明されるにつれ，近年，サービス風土と従業員変数との関係研

究にも多くの関心を引き寄せている。

Marie and Dean（2006）はコールセンターを対象に，サービス風土（HRM 施策）が従業員

のサービス能力やコミットメントにそれぞれポジティブな影響を与えることを明らかにした。

Zoe（2007）は第一線従業員を対象に，サービス風土が従業員の職務関与および顧客志向の組

織市民行動にポジティブな影響を与えることを明らかにした。また，この研究では，サービス

風土は職務関与を通じて，間接的にも顧客志向の組織市民行動にポジティブな影響を与えるこ

とが明らかにされたほか，職務関与はサービス風土と顧客志向の組織市民行動における関係に

有意なモデレーター効果を与えることも確認された。Lam et al．（2010）はファッション小売

店を対象に，サービス風土が従業員のポジティブな感情表現をもたらすことを明らかにした。

病院の看護師を対象にした Anat（2013）においては，サービス風土が従業員の優れたサービ

ス行動に対する有意な主効果が確認でき，サービス風土が強ければ強いほどこのような主効果

も一層顕著になると結論付けられた。

5．先行研究における問題点および今後の研究課題

上述のように，先行研究では，サービス風土そのもの，従属変数としてのサービス風土，そ

して独立変数としてのサービス風土の役割が検証されてきた。研究対象も銀行や小売業やホテ
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ルなど多岐にわたり，多くの有益な知見を見出してきた。これらの先行研究は，優れたサービ

ス提供に求められる組織内部機能の解明や，サービス従業員が果たす役割に対する再考，また

は組織行動研究とマーケティング研究を統合させる必要性を示唆したという意味において，多

くの有益な知見を示唆しているといえよう。しかし，先行研究におけるサービス風土概念の捉

え方や分析レベルや分析対象および分析手法などの点で，多くの問題点を抱えていることも看

過できない。

5－1．サービス風土の次元と測定について

先行研究の多くは，Schneider et al．（1998）が提唱したサービス風土の次元モデルを採用し

ている。しかし，サービス組織の特性や顧客の期待やサービス提供能力の相違などにより，特

定の組織に対応したサービス風土の定式化が望ましい。また，特定のサービス風土の次元が顧

客変数に及ぼす影響力が異なっていることも十分に想定される。今後，より洗練された次元モ

デルの開発が期待されていると言える。これに加えて，サービス風土の捉え方にも問題が残さ

れている。本来，サービス風土は多次元概念として捉えるべきにもかかわらず，ほとんどの先

行研究は全般的サービス風土という単一次元に基づいた検証に留まっている。そのため，サー

ビス風土の多次元的な性質が度外視されている。今後，多次元的にサービス風土を捉え，特定

のサービス組織に対応した次元モデルおよび測定尺度の開発が期待されよう。

5－2．従属変数としてのサービス風土研究について

サービス風土を従属変数として捉えた研究においては，リーダーシップや HRM 施策や心理

的要因などが検証されていたが，今後，Bowen and Schneider（2014）においても指摘されて

いるように，オペレーションや IT 支援やサービス・スケープといった要因に焦点を当てた研

究が求められている。

また，実証研究の分析レベルについては，個人レベルのみならず，集団レベルを含めたマル

チレベル分析が求められるほか，個人レベルと集団レベルにおける交互作用に対する確認も重

要となろう。ごく限られた研究を除けば（de Jong et al．2004；徐・若林2015），先行研究の分

析レベルを個人または集団の片方に当てているため，各レベル間のダイナミクスに着目したも

のが極めて限定的であった。例えば，リーダーシップの効果を検証する際には，あらゆるレベ

ルのリーダーシップ効果に対する検証が必要のほか，各レベル間の交互作用に対する研究も必

要となろう。この点に関しては，今後，マルチレベル分析を利用した研究が大きく貢献すると

予想され，階層線形モデル（HLM）のほかに，マルチレベルの多変量モデルを採用した研究
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も望まれよう。

5－3．独立変数としてのサービス風土研究について

これまで，多くの先行研究において，サービス風土と顧客変数におけるポジティブな関係が

示されている。しかし，そのほとんどは集団レベルの分析であり，一部の例外を除けば，個人

レベルの分析は極めて限定的であった。今後，顧客または従業員の個人レベルにおいても，サー

ビス風土と顧客変数との関係性に対する検証が求められよう。その際，難点となるのは，従業

員と顧客の一対一のデータ収集であろう。これに加えて，多次元的にサービス風土を捉えた実

証研究が極めて少ないため，今後，特定のサービス風土の次元と顧客成果の次元における関係

に対する検証が必要となろう。

また，今後の研究課題として，とりわけ Bowen and Schneider（2014）における指摘を次の

3点を付け加えよう。①同一文脈の中で多様な風土を同時に研究する必要性がある。なぜなら

ば，これらの風土が同じ規定因（リーダーシップ，HRM 施策など）を持ち，風土間は互いに

競争しあうからである。②研究対象という点では，既存研究の大半は B2C 研究である。サー

ビス風土の普遍性と適用性を確認するため，今後，B2B 研究も必要となろう。③サービス風

土が従業員変数に与える影響を含め，媒介要因もしくはモデレーターを考慮した研究が一層重

要となり，さらに一部の研究で見られるように，今後，サービス風土を含めた統合モデルの開

発が求められている（Schneider et al．2005；Hong et al．2013）。

そして，既存研究において，すでに検証された媒介要因およびモデレーターに対する再確認

とともに，今後，コミットメントや職務関与や組織市民行動などの媒介要因とともに，従業員

の年齢，学歴，勤続年数などの人口統計的な要因のほか，国の社会・文化背景といったマクロ

環境要因を考慮した研究も期待されよう。これに加えて，研究対象におけるサービス・オペレー

ションの特徴に留意する必要性もあろう。

5－4．分析手法および研究対象について

先行研究で採用される分析手法やデータ収集といった点においても，指摘しておかなければ

ならない問題点が残る。例えば，サービス風土と顧客変数との関係検証においては，先行研究

の多くは同一組織（銀行や小売業など）の多集団（支店や小売店など）の顧客からデータを収

集している。従来から指摘されてきたように，同一集団のメンバー（顧客）は所属集団（支店

や小売店など）から影響を受けるため，その知覚や態度が似通っている可能性が高い。つまり，

このように収集された顧客データは観測値の相互独立性が満たされない蓋然性が高く，階層的
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データである可能性を否定できない。しかし，先行研究で多用される回帰分析や分散分析や共

分散構造分析などの分析手法では，このようなデータの持つ階層性が十分に考慮されていない。

今後，階層線形モデル（HLM）やマルチレベルの共分散構造分析などのマルチレベル分析手

法を採用した研究が求められよう。

また，長期かつ継続的な研究が求められている中で，先行研究の多くはいわゆるクロス・セ

クショナル的な研究に留まっている。このような一時的なデータに基づいた分析では，サービ

ス風土と顧客変数における関係が必ずしも明確にされるわけではない。とりわけ，サービス風

土の変化はどのように顧客成果に影響を及ぼすかは明らかにされない。そして，先行研究で取

り上げられている研究対象にも偏りが見られ，銀行，小売業，ホテルを対象にした研究は圧倒

的に多い。既存研究における分析対象のこのような偏りは，分析結果の偏りをもたらすことは

いうまでもないであろう。今後，ホスピタリティやレストランや医療施設など多様なサービス

業界および組織を対象にした研究が求められている。最後に，先行研究の実証結果の前提とし

て，その多くが欧米のサンプルデータから導き出されたものである。今後，とりわけ，高く評

価されている日本のサービス業を研究対象に取り上げて，欧米とは異なる社会・文化的背景を

持つ日本において，どのような実証結果が得られるかは興味深い研究課題となろう。
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注 釈
1） ワーク・エンゲージメント（work engagement）とは，近年のポジティブ心理学運動の流れの中提案された

構成概念であり，仕事に対する一貫して安定した情緒的・意欲的な満足の状態と定義される。つまり，自分
の仕事に対して活力に満ち，完全に打ち込んでいる状態である。また，一般的に，その下位尺度として，活
力，熱中，没頭が上げられる（Salanova et al．2005）。

2） リンケージ・リサーチ（linkage research）においては，従業員から収集したデータと，他の重要な組織デー
タとの統合や関連付けが行われ，その目的は顧客満足やビジネス・パフォーマンスなどの重要な組織成果を
もたらす従業員の知覚する職場環境を明らかにすることである（Pugh et al．2002）。

3） 階層線形モデル（Hierarchical Linear Model: HLM）は一般線形モデルの応用として，分散分析の文脈で発
展した混合モデル（mixed model）と数学的に同様の構造を持ち，最もよく用いられるマルチレベル分析の
1つである。伝統的な重回帰分析と同様に，HLM は1つの従属変数を複数の独立変数で説明する統計モデ
ルである。ただし，HLM では，集団ごとに切片と傾きが異なることを想定している。例えば，100集団あ
るなら，100個の切片と傾きが算出される。つまり，集団数の増加に伴い，切片と傾きの数も増加するため，
十分な集団数があれば，パラメータ（切片と傾き）自体が確率変量として扱える。そこで，パラメータを連
続的な分布を持った変数として捉え，各集団の母数が正規分布に従うと考え，母数の平均と分散が推定でき
るようになる。理論的に，HLM のレベル数が無限に拡大することは可能である。ここでは，第1水準を個
人，第2水準を集団に設定したもっとも単純な2段階の HLM を例に，その仕組みを説明する。
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Yij=β0j +β1j*Xij+ rij ⑴
式⑴において，添え字の i は個人を，j は集団を意味する。Yij は個人レベルの従属変数を表しており，β0
と β1は個人レベルの切片と傾き，r は残差である。集団数が十分に多い場合，切片と傾きをそれぞれ平均，
分散の正規分布する母数として捉えることができる。切片と傾きを確率変量として考えると，次のような式
⑵と式⑶が得られる。
式⑵が示すように，切片 β0j は平均 γ00，分散 u0を正規分布する母数として捉えることができる。同様に，
式⑶が示すように，傾き β1j も平均 γ10，分散 u1を正規分布する母数として捉えられる。

第2水準の式：
・ β0j=γ00＋u0j ⑵
・ β1j=γ10＋u1j ⑶
また，式⑷と式⑸のように，式⑵と式⑶に集団レベルの独立変数を投入することもできる。ここでは，Wj
は集団レベルの独立変数であり，γ01と γ11は回帰係数である。つまり，集団ごとの切片や傾きを Wj で説
明することになる。
・ β0j=γ00＋γ01*Wj +u0j ⑷
・ β1j=γ10＋γ11*Wj+u1j ⑸
式⑴に式⑷と式⑸を代入してみると，次の式⑹が得られる。

Yij =γ00＋γ10*Xij +γ01*Wj +γ11*Wj*Xij
＋u0j +u1j*Xij + rij ⑹

式⑹において，β が消えて，γ と r だけの式となった。Wj*Xij は個人レベル変数と集レベル変数の交互作用
を意味する。各母数に対する解釈は次の通りである。まず，γ00，γ10，γ01，γ11は固定効果（fixed effect）
であり，それぞれ切片，個人レベルの係数，切片に対する集団レベルの係数，傾きに対する集団レベルの係
数である。これに対して，残りは変量効果（random effect）であり，u0と u1j*Xij の平均は0なので，そ
の分散と共分散を推定する。Rij はモデル全体の残差を意味し，その分散を推定する。

4） 組織市民行動（organizational citizenship behavior）とは，従業員が行う任意の行動のうち，彼らにとって
正式な職務の必要条件ではない行動で，それによって組織の効果的機能を促進する行動，しかも，その行動
は強制的に任されたものではなく，正式な給与体系によって保障されるものでもない。
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